
公明党県議団の提案・推進で、２０１９年に総合防災セン
ター（厚木市）内に「災害救助訓練場」が新設されました。
この訓練場は、災害救助訓練場としては国内最大規模。消防
機関から自主防災組織まで幅広く活用できるようにし、救助
技術と指揮・連携のスキル（技能）向上を図る目的で整備され
ました。
訓練場は、市街地の災害現場をリアルに再現したアメリカ・
テキサス州にある「ディザスター・シティー」をモデルに開設。

地震による家屋崩壊や土砂災害による埋没、豪雨による浸水災害現場を再現でき、経験や能力に
応じた段階的、体系的な訓練が可能です。

視覚と聴覚の両方に障害がある盲ろう者向けの支援セン
ター「神奈川県盲ろう者支援センター」が２０１９年９月、横
浜市と藤沢市にオープンしました。盲ろう者支援センターの
設置は、都道府県では全国で４番目。
センターでは、盲ろう者本人や家族などから生活支援など
の相談を受けるとともに、生活支援をする「通訳・介助員」を
派遣しています。

県立特別支援学校の高等部
知的障害教育部門において、自
力通学は困難ですが支援があ
れば通える生徒に対して、通学
の見守りと支援を行う通学支
援員を配置し、路線バスを利用
した通学支援を強化しました。
また、通学支援員がいても公
共交通機関での通学が難しい
生徒に対しては、学びの保障の
観点から、スクールバスの利用
を拡大しました。
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公明党は、中学校夜間学級いわゆる「夜間
中学」の設置を推進してきました。その結果、
相模原市が２０２２年４月を目指して、県内
３か所目となる夜間中学を設置することとな
りました。
県教育委員会では、他の市町村からも生徒を受け入れる

「広域的」な仕組みづくりを進めており、設置場所について
は、相模原市外からも生徒が通いやすい相模大野地区が望
ましいとしています。
具体的には、「同地区の中学校には、現時点で活用できる
施設がないため、当分の間、小田急線相模大野駅から徒歩圏
内にある、県立神奈川総合産業高等学校の施設の一部を活
用できるよう検討する」（桐谷次郎教育長）予定です。

小児がんなどの治療で骨髄移植を行った場合、予防接種で得られた抗体を失い、ワク
チンの再接種が必要になる方もいます。県では２０２０年度に、再接種の費用を助成す
る市町村に対し、県が半額を補助する制度を導入しました。

災害対策に全力、国内最大級の救助訓練場が新設

神奈川県盲ろう者支援センターがオープン

県内３か所目の 「夜間中学」、
相模大野地区の県立高校を活用へ

若いがん患者を全力で支援

県営住宅では、階段や集会所などの共用部の光熱水費などについて、
各団地の自治会が共益費として徴収していますが、入居者の高齢化に
ともない、集金に困難をきたすケースが増えています。
そこで２０２０年９月の本会議で、黒岩祐治知事に対して、県が共益
費を徴収できる仕組みをつくるよう強く求めました。
これに対し知事は、「県は、実際に公営住宅の共益費を徴収している都府県に対してヒアリング
を行い、共益費の徴収方法や、入居者の費用負担を抑えるノウハウなどを調査する」と答弁。さら
に、「こうした調査を踏まえ、モデルケースとなる県営住宅を選定し、効果的な共益費徴収の仕組
みの導入に向け、研究していく」と明言。これまで頑なだった県の取り組みを一歩前進させること
ができました。家賃とともに共益費を県が徴収できる仕組みの実現に向けて、今後も全力を尽く
してまいります。

県営住宅の共益費、徴収方法を調査 ・研究へ
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